
◎株式会社商工組合中央金庫法 
（平成一九年六月一日法律第七四号）   

一、提案理由（平成一九年四月一一日・衆議院経済産業委員会） 

○甘利国務大臣 まず、株式会社商工組合中央金庫法案につきまして、その提案理由及

び要旨を御説明申し上げます。 

 日本の産業競争力の源泉は、大企業に部品や素材を供給する中小企業にあり、また、

地域の経済を支えているのも、各地域で特色ある事業活動を行う中小企業であります。

商工組合中央金庫は、こうした中小企業のよい点を見つけ、はぐくむノウハウを持って

おり、融資と経営指導を一体として実施し、中小企業を支えてきました。 

 こうした背景のもと、政策金融改革を着実に進めるとともに、商工組合中央金庫が有

している中小企業に対する金融機能の根幹を維持するための措置を講ずることが、簡素

で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律において定められており

ます。本法案は、その内容を具体化したものであります。 

 次に、本法案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、平成二十年十月における商工組合中央金庫の株式会社化を円滑に行うため、

株式会社への組織転換のための措置を講ずることとしております。 

 第二に、中小企業に対する金融機能の根幹を維持するため、中小企業団体とその構成

員等に融資対象、株主資格を限定するとともに、中小企業に対する円滑な金融機能の提

供に不可欠な強固な財務基盤を確立すべく、特別準備金の設置について規定しておりま

す。 

 第三に、政府保有株式の全部を処分したときは、直ちに本法案を廃止するための措置

を講ずるとともに、中小企業に対する金融機能の根幹が維持されることとなるように、

株主資格を制限するための措置その他必要な措置を講ずることとしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、両法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一九年四月二六日） 

○上田勇君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、株式会社商工組合中央金庫法案につきましては、中小企業向け政府系金融機関

である商工組合中央金庫について、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律に基づく完全民営化の実現に向けて、平成二十年十月一日に株式会社化

すること、政府保有株式については、おおむね五年後から七年後を目途としてその全部

を処分することとし、処分後は、直ちに本法案を廃止するための措置を講じるとともに、

中小企業に対する金融機能の根幹が維持されることとなるよう必要な措置を講じるもの

であります。 



 本案は、去る四月十日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、本委員会に付託さ

れました。 

 本委員会においては、四月十一日甘利経済産業大臣から提案理由の説明を聴取した後、

質疑に入り、昨日質疑を終了いたしました。質疑終局後、討論、採決を行った結果、本

案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年四月二五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、我が国経済産業を支える中小企業への円滑な資金供給

が極めて重要であることにかんがみ、次の諸点について適切に措置すべきである。 

一 商工組合中央金庫の株式会社化・完全民営化を含めた政策金融改革の今後の具体的

な実施に当たっては、経済状況の変化に即応して中小企業等の資金ニーズに十分対応し

うるよう配慮するものとし、民間金融機関の活動状況も注視しつつ、関係省庁の連携の

下、政府全体として遺漏無きを期すること。 

二 商工組合中央金庫の株式会社化に当たっては、商工組合中央金庫の中小企業向け金

融機能を維持できるよう、基本的な資本として扱われるかたちで、政府出資のかなりの

金額を特別準備金とすること。その際、商工組合中央金庫の強固な財務基盤が確立され

るよう、これまで商工組合中央金庫の資本形成に貢献してきた既存の民間出資者の利益

を害することのないよう留意しつつ、中小企業団体等の意見を踏まえて、具体的な金額

を決定すること。 

三 商工組合中央金庫の完全民営化後においても、中小企業向け金融機能の役割が確実

に果たされるよう、株主資格を中小企業団体及びその構成員に制限し、財務基盤が十分

に確保されるまでの間特別準備金を有効に活用し、商工債の発行が可能となるよう、法

的枠組みその他必要な措置を講ずること。 

四 政府保有株式の処分については、商工組合中央金庫の中小企業向け金融機関として

の機能維持に必要な財務基盤が維持されるかたちで、株主となる中小企業団体等の資金

余力や国民の貴重な財産である株式の価値最大化等に十分配慮しつつ、慎重にすすめる

こと。 

五 危機対応について、これまで商工組合中央金庫が行ってきた危機対応と同水準の条

件及び範囲での対応が確保され、中小企業者が危機時に、機動的かつ円滑に資金供給を

受けられるよう、必要十分な財政措置その他所要の体制を整備すること。 

六 株式会社化された商工組合中央金庫において、完全民営化に向けた自主的な取組み

の成果が最大限発揮されるよう、天下りも含めた政府関与のあり方について、その趣旨

を十分尊重して対応するとともに、職員等に対する意識の醸成に努めること。また、中

小企業者の利便となる新商品・新サービス開発へ向けた積極的な取り組みがなされるよ



う、環境整備に努めること。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成一九年五月二五日） 

○伊達忠一君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、審査の経過と結果を

御報告申し上げます。 

 株式会社商工組合中央金庫法案は、商工中金の完全民営化の実現に向けて経営の自主

性を確保するとともに、中小企業団体及びその構成員に対する金融の円滑化を図るため

の業務を行うことなどを定めるものであります。 

……………（略）…………… 

 なお、両法律案の審査のため、北海道に委員派遣を行い、地域経済及び中小企業金融

の実情を調査いたしました。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、一つ、商工中金を民営化する

意義、一つ、商工中金の中小企業金融機能維持の必要性、一つ、動産担保融資の普及に

向けた課題等の諸問題について質疑が行われました。 

 質疑を終了し、順次採決の結果、両法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべき

ものと決定いたしました。 

 なお、株式会社商工中金法案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年五月二四日） 

 商工組合中央金庫の完全民営化については、行政改革推進法の趣旨を踏まえつつ、商

工組合中央金庫の有する中小企業に対する金融機能の根幹を維持することが重要である

ことに鑑み、政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきであ

る。 

一 商工組合中央金庫の完全民営化後においても、中小企業向け金融機能が維持される

よう、株主資格を中小企業団体及びその構成員に制限し、特別準備金の確保や商工債の

発行を維持するとともに、危機対応における役割を引き続き果たすようにするため、法

的枠組みその他必要な措置を確実に講ずること。 

二 商工組合中央金庫の株式会社化に当たっては、中小企業への円滑な資金供給が引き

続き図られるよう、商工組合中央金庫の財務基盤を確保するため、中核的資本として扱

われるかたちで、政府出資のかなりの金額を特別準備金とし、既存の民間出資者の利益

を害することのないよう留意しつつ、中小企業団体等の意見を聴いた上で、その額を決

定すること。また、政府保有株式については、中小企業団体及びその構成員が円滑に取

得できるよう、その財務余力等に留意しつつ、慎重に処分すること。 

三 金融環境の悪化、災害等の危機時の対応について、商工組合中央金庫が行う融資の

条件及び範囲がこれまでと同様に十分な水準に定められ、中小企業向け資金供給に支障

を来すことのないよう、金融監督行政上の配慮、必要な財政措置等を実施するとともに、

危機が生じた際には、迅速な対応が図られるようにすること。 



四 これらの措置を前提とした上で、商工組合中央金庫において、不動産担保や個人保

証に過度に依存しない新たな金融手法の開発・普及に向けた取組が積極的になされるな

ど、中小企業の資金調達の円滑化・多様化に向けた取組を一層拡充すること。また、こ

うした取組が円滑になされるよう、金融監督当局は十分に配慮すること。 

  右決議する。 


